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　持続可能な都市の実現に向けて
（₁）
～ EUを事例として
石 川 路 子
Abstract
Every EU strategy depends largely upon “sustainable development” and “the principle of 
subsidiarity.” This paper aims to organize EU sustainable development strategies 
especially on the European transport policy and to show political findings towards a 
sustainable city. In particular, we focus on tran-European Transport Network (TEN-T), 
which are contributing to the implementation and development of the Internal Market, as 
well as re-enforcing economic and social cohesion and find some problems to promote 
TEN-T projects from the financial aspect.
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（₁）　本研究は、2004年日本学術振興会科学研究費補助金A(2)16203020「生活の質を持続
的に向上させる政策評価方法の研究：理論と実証」（神戸大学経済経営研究所下村研一
代表）の助成によるところが大きい。記して謝意を表する。
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₁.はじめに
　1980年に「世界保全戦略（WorldConservationStrategy）（２）」で初めて公
表され、1987年でその概念が明確化された「持続可能な発展（Sustainable
Development）」は、世界が目指すべき理想像である。1990年代以降、持続
可能な社会の発展を実現するために「国連環境開発会議（UnitedNations
ConferenceonEnvironmentandDevelopment;UNCED）」（1992年）、「国連
環境開発特別総会（UnitedNationsGeneralAssemblymeeting inSpecial
Session;UNGASS）」（1997年）、「持続可能な開発に関する世界首脳会議
（WSSD）」（2002年）などで地球規模での議論が展開され、現在も世界レベ
ルでの様々な取り組みが行なわれている。
　日本も「持続可能な開発委員会（３）（CommissiononSustainableDevelopment;
CSD）」の一員として、1992年にUNCEDにて採択された「アジェンダ21」
の実施進捗状況の監視など、持続可能な開発の推進に貢献している。国内に
おいても環境基本法の制定など、特に自然環境の保全に重点を置いた持続可
能な社会に向けての施策が展開されている。
　一方EUにおいても、世界の潮流を反映し、「持続可能な発展」を分野横断
的な戦略目標として掲げ、様々な政策へと展開している。EUの目指す「持
続可能性」は、単に環境的な側面に限らず、社会的、経済的側面からも実現
（₂）　国際自然保護連盟（InternationalUnionforConservationofNatureandNatural
Resources;IUCN）、国連環境計画（UnitedNationsEnvironmentProgramme;UNEP）、
世界自然保護基金（WorldWildlifeFund;WWF）などが取りまとめた地球環境保全と
自然保護に関する指針。副題は「持続可能な開発のための生物資源の保全（Living
ResourceConservationforSustainableDevelopment）」。1972年に開催された国連人間環
境会議（UnitedNationsConferenceontheHumanEnvironment）で採択された人間環境
宣言や行動計画に示された原理を発展させた具体的な行動指針となっている。
（₃）　国連環境開発会議（UNCED）の 効果的なフォローアップを行なう機構。第47回
国連総会（1992年12月）において設立された。現在53の加盟国からなる（United
Nationsウェブページ”UNDepartmentofEconomicandSocialAffairs,Divisionfor
SustainableDevelopment,CommissiononSustainableDevelopment (CSD)” (http://
www.un.org/esa/sustdev/csd/csd.htm)参照）。
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されるべきものであり、これら3つのバランスを取ることで「持続可能な発
展」が可能であるとされる。さらに「補完性の原理」に基づく健全な統治体
制の確立も「持続可能な発展」に必要不可欠であるとされている。
　「持続可能な発展」とは「長期的な視野からの政策立案を可能にすると同
時に様々な分野の政策間の連携を実現する」ものとして定義される。これは
すなわち、「持続可能な発展」を推進するためには、すべての政策において、
よりグローバルな観点からのガバナンスシステムの構築とローカルな視点か
らの意思決定システムの整備が必要とされることを意味する。EU圏域では、
EUレベルでのグローバルなガバナンスとともに、「補完性の原理」に基づい
たローカルレベルでのガバナンスが行なわれており、互いに補完的な政策を
展開することによって、より効率的かつ効果的なシステムを構築している。
　本稿は「持続可能な都市」に向けてのEUの現状と課題を整理し、我が国
における今後の政策展開に対する知見を得ることを目的とする。「持続可能
な都市」とは、自然と人間との共生といった環境的な観点のみならず、持続
的な経済・社会の発展に資するような都市を指す。本稿では、EUで行なわ
れている様々な政策を「持続可能な発展」、「補完性の原理」というキーワー
ドにより整理し、その中でも特に交通政策及び交通政策の主軸に位置づけら
れる欧州横断ネットワーク構想（TEN-T）に焦点を当て、経済的な持続可
能性を実現する一つの手段であるPPP（PublicPrivatePartnership）の現
状と課題について整理する。
₂.持続可能な発展（Sustainable Development）とは
（₁）持続可能な発展の概念
　「持続可能な発展」とは、1984年に国連に設置された「環境と開発に関す
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る世界委員会（₄）（WorldCommissiononEnvironmentandDevelopment;WCED）」
の中でまとめられた報告書“OurCommonFuture（₅）”にて「将来世代のニ
ーズを損なうことなく、現在の世代のニーズを満たすこと（６）」として打ち
出された概念である。これ以降、「持続可能な発展」の概念は、1992年₆月
にリオ・デジャネイロで開催された国連環境開発会議（７）（UNCED）で「環
境と開発に関するリオ宣言（RioDeclarationonEnvironmentandDevelopment）」
や「アジェンダ21」として具体化されるなど、地球環境問題に関する世界的
な取り組みに大きな影響を与えるものとなっている。これを受けて日本にお
いても1993年、「地球環境問題への認識の高まり等新しい社会情勢の中で今
日の環境問題に対して適切に対処するために「地球環境保全」、「環境への負
荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築」という新しい視点を盛り込んだ
環境基本法が制定されている（８）。
（₂）EUにおける「持続可能な発展」
　このように「持続可能な発展」の概念は、自然環境問題を論ずる場で取り
上げられることがほとんどだったため、主に自然環境問題に依拠する概念の
イメージが強いが、EUでは単に自然環境問題を解決するためのキーワード
としてだけではなく、持続可能な発展を「長期的な視野からの政策立案を可
能にすると同時に様々な分野の政策間の連携を実現する」ものとして、より
包括的に捉えられており（９）、持続可能な発展を達成するため、EU圏域にお
ける各政府の統治体制や規制、政策評価を含めた、様々な視点からの政策立
（₄）　委員長の名前をとり「ブルントラント（Brundtland）委員会」とも呼ばれる。
（₅）　邦題は「地球の未来を守るために」。報告書は1987年に提出された。
（₆）　Developmentthatmeetstheneedsofthepresentwithoutcompromisingtheabilityof
futuregenerationstomeettheirownneeds
（₇）　通称、地球サミットと呼ばれる。
（₈）　外務省ウェブサイト「環境基本法概要」
　　（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/jyoyaku/env_prg.html）より抜粋。
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案体制の強化・向上を図る必要があるとしている。
　このような政策立案体制に対する考え方には、EUにおける補完性の原理
（theprincipleofsubsidiarity）が大きく反映している。補完性の原理とは、
超国家機関であるEU発足と同時に確立した行政理念であり（10）、「政策はで
きる限り住民に近い下位レベルの政府が担当することを原則とし、それが非
効率である場合に限り、より上位の政府レベルが行なう」という原則である。
現在欧州では、EU及び各加盟国の中央・地方政府というように権力が多層
化しており、ある政策について、どの政府レベルが権限を持つかが大きな課
題となっているが、地域の独自性、異質性を反映した、より地域に根ざした
政策システムの構築、さらに各政府レベル間の連携（COM（1996））が、安
定した統治体制を強化し、これが持続可能な社会の実現に貢献するものと考
えられている。
（₃）持続的な発展に資する3つのバランス
　2001年₆月にスウェーデンのイェーテボリ（Gothenburg）で行なわれた
欧州理事会において承認されたCOM（2001）264では、「持続可能な発展戦略
（sustainabledevelopmentstrategy）」として、長期的な視野に立った経済的、
社会的、環境的な観点からのバランスの取れた持続可能な発展を目指す戦略
が掲げられている。経済的な側面からは、雇用創出等による持続的な経済成
長や財政の健全化等が、社会的な側面からは、水平的公平性の確保として人
権保護や社会保障、差別の廃止等が、環境的側面からは、自然環境の保護、
負荷の低減、都市環境の維持等が目標とされている。この戦略を受け、各分
野における様々な政策においても、これらの₃つのバランスが謳われている（11）。
（₉）　EUROPAウェブサイト”TheideaofSustainableDevelopment”
　　（http://europa.eu.int/comm/sustainable/pages/idea_en.htm）より抜粋。
（10）　1992年のマーストリスト条約に規定される。
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その代表的な政策として①中小企業政策、②エネルギー政策、③都市政策、
そして④交通政策が挙げられる。以下、特に都市政策、交通政策に重点を置
きつつ、それぞれの政策における「持続可能な発展」を概観する。
（₄）都市政策
　1997年、「EUにおける都市アジェンダに向けて（TowardsanUrbanAgenda
intheEuropeanUnion）」が欧州委員会により承認された。ここでは、都市へ
のインパクトという観点からのEU政策の検証とともに、都市レベルでの様々
な政策の統合が目標として掲げられている（COM(1997)197）。
　次いで1998年に提出された「欧州における持続可能な都市開発：行動計画
骨 子（SustainableUrbanDevelopmentintheEuropeanUnion：AFrameworkfor
Action）」は、「EUにおける都市アジェンダに向けて」を実行に移すべく策
定された行動計画書である。ここでは、EUレベルでの都市問題の解決策等
を展開するのではなく、地域レベルでの問題点・課題を再認識することを目
的としている（EuropeanCommission (1998a)）。具体的には、以下の₄つの
目的に基づく24の行動計画が示されている。
（a）都市における経済発展と雇用の拡大（交通政策については、交通渋滞
の緩和と、各地域における公共交通政策の改善）
（b）平等性、社会的結束力の向上と都市再生
（c）ローカル及びグローバルな観点からのサスティナビリティに向けての
（11）　SEC（2005）161では、「持続可能な発展戦略」の実施をモニタリングするため、「持続
可能な発展指標（SustainableDevelopmentIndicator;SDI）」を定義している。
（12）　本戦略は「第₆回環境についてのアクションプログラム（theSixthEnvironment
ActionProgramme(COM（2001）31）」の中の「課題の当事者が多様でありかつ複雑なため、
革新的で複数の解決策が要求される」₇つの主題的戦略（①欧州大気清浄プログラム
（CleanAirForEurope;CAFE）、②土壌保全、③持続可能な農薬散布、④海洋環境の
保全、⑤廃棄物抑制とリサイクル、⑥天然資源の持続可能な利用、⑦都市環境）の中の
第₇戦略の具体化指針として位置づけられている（COM（2004）60）。
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都市環境の保全と改善
（d）都市統治を実現する地方への権限委譲
　2004年₁月11日、欧州委員会は、都市部の持続可能な発展に向けて、環境
のパフォーマンス及び都市部の質的向上、さらに欧州の都市部住民の健康で
快適な住環境を守ることを目的とした、「都市環境に対する主題的戦略に向
けて（TowardsaThematicStrategyontheUrbanEnvironment;COM（2004）60）（12）」
の指針を承認した。この指針では、欧州の都市が直面している課題を①都市
環境マネジメント、②都市交通、③持続可能な建設、及び④持続可能な都市
デザインという4つのテーマから整理している。これらのテーマはそれぞれ
のステークホルダーと連携して選定されているほか、自然環境の保全が分野
横断的に反映されていることが特徴として挙げられる。本指針は、先述の「補
完性の原理」に基づき、それぞれのテーマに応じて各加盟国の中央政府もし
くは地方政府が取るべきアクションを示すものではなく、EUレベルでどの
ようなアクションを取るべきかを包括的に規定するものであるが、都市環境
の改善や大気汚染など現時点での環境的責任に対し、各加盟国に対し強い影
響力をもたらすものとなっている。
（₅）交通政策
　交通基盤の整備は、地域間の経済的・社会的格差の是正、安全性の確保、
自然環境との共生といった点からも持続的な社会を形成するための大きな課
題の一つである。
　2001年₄月に行なわれた欧州運輸審議会（EUTransportCouncil）にて採
択された「持続可能な交通システム（sustainabletransportsystem）」の定
義とは、
（a）個人、企業そして社会の基本的なアクセス権及び開発ニーズの確保を、
安全性が高く人間社会と生態系の良好なバランスの中で可能にすると
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同時に、同世代・世代間の公平性を促進する
（b）アフォーダブルであり、適性かつ効率的に運営され、人々に複数の輸
送手段の選択肢を提供し、バランスの取れた地域発展とともに競争力
の高い経済を支援する
（c）地球が許容する範囲で排ガス及び廃棄物を規制し、土壌への影響を最小
にする条件の下で、再生可能な資源については産出可能な範囲で、再生
が不可能な資源については代替資源の開発の進捗状況に応じて利用する
　であり（COM（2004）60）、交通システムにおいて、社会・経済・環境の₃
つのバランスを取ることが求められている。
①EU交通政策白書（White Paper European Transport Policy for 2010）
　欧州運輸審議会での定義のもと、さらに「持続的な発展戦略（COM（2001）
264）」での理念を具体化した最初の政策として、「EU交通政策白書（White
PaperEuropeanTransportPolicyfor2010:timetodecide;EuropeanCommission
（2001））」が発表された。本白書では、今後10年間の交通政策を「欧州住民
のための交通政策（ATransportPolicyforEurope’sCitizens）」と位置づけ、
交通需要への対応を主眼とし、EUの経済競争力を維持しつつも、自然環境
に配慮した、より効率的で質の高い交通ネットワークの実現に向けての行動
計画を提示している。特に、鉄道・港湾・内陸水運による輸送の活性化や各
輸送機関の相互の連携を図ることによって、現在偏りのある交通輸送手段の
バランスを整えることを主な目標の一つとして掲げている。この理念に基づ
き、①乗客（特に航空客）の権利向上、②道路の安全性の向上、③安全性の
優先的確保、④交通混雑の解消、⑤環境に配慮した交通輸送手段の実現、⑥
道路貨物輸送に対する課税の検討、⑦交通サービスの質の向上、⑧大規模イ
ンフラ整備の実施、⑨ガリレオ（13）の実現、⑩グローバリゼーションへの対応、
などの項目に沿って具体的な60余の手法を提示している（European
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Commission（2001））。
　これらの政策は、あくまでも「目指すべき将来像」を提示するものであり、
道路交通量の制限等、加盟国の中央・地方政府に対する規制を掲げるもので
はなく（14）、「補完性の原理」に従い、政策の実現に向けての具体的な取り組
みは各地域での対応に一任する形を取っている。しかしながら、この交通政
策が地域へ与える経済インパクトは大きい（15）。
②都市環境に対する主題的戦略に向けて（Towards a Thematic Strategy on 
　the Urban Environment）
　「都市環境に対する主題的戦略に向けて」では、グローバルな視点からの
交通政策から、よりローカルな「都市交通政策」についての戦略目標を掲げ
ている（COM（2004）60）。ここでの「持続可能な都市交通」とは、
（a）モビリティ（移動）の自由、健康、安全を確保し、同世代そして次世
代の住民の生活の質の向上に寄与するもの
（b）自然環境保全の観点から効果的なもの
（c）地域経済の活性化を支援し、低所得層や高齢者、身障者などを含めた
すべての居住者に対するアクセス機会の向上に寄与するもの
（13）　EUが欧州宇宙機関（EuropeanSpaceAgency;ESA）と共同で研究開発した衛星ナ
ビゲーションシステム。アメリカのGPSシステムと連携しながら、輸送、通信、農業、
漁業など衛星ナビゲーションシステムを使った新世代のサービスの開発を実現するよう
設計されている。
（14）　例えば、欧州交通政策白書では、国家諸機関による省エネルギー、低公害の道路車
両の利用促進に関する公式の指令を出しているが、これは各政府の従来の車両基準や現
行の自動車税の枠組みを侵害するものではないとしている（EuropeanCommission
(2001)）。
（15）　欧州交通政策が地域へ与えるインパクトとして、Brocker(2005)は、交通輸送インフ
ラ投資と市場価格調整を挙げている。本論文では、欧州交通政策が、EU諸国及びその
周辺諸国にどのような経済的インパクトを与えるか、さらにその偏差について、CGEモ
デルを用い、地域レベルの検証を行なっている。
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であり、このような「持続可能な都市交通」を実現するため、特に以下の目
的を達成する必要があるとしている。
（a）自家用車のより合理的な利用を推進し、再生可能もしくは代替燃料に
よる無公害で省エネルギーな輸送手段を提示する
（b）定時性が確保され、高頻度で低価格な連結性の高い公共交通ネットワ
ークを構築する
（c）徒歩や自転車など内燃機関を動力としない輸送手段のシェアを拡大する
（d）土地利用の効率化を図る
（e）交通需要を経済的手法や行動心理学、モビリティ・マネジメント（16）
計画によって管理する
（f）すべての利害関係者の参画による総合的な観点からの計画の推進
（g）効果的なモニタリングシステム及び短期、中期、長期の目標の設定
　「持続可能な都市交通」政策とは、EU域内のすべての都市部の交通シス
テムに及ぶものであり、各都市の総合計画、地域計画との連携によって、環
境、経済、社会的発展に寄与する政策である。それと同時に、公共交通や自
転車、徒歩などの利用推進など、交通システムによる（主に自然環境に対す
る）負のインパクトを軽減する方策を提示するものである。しかしながら、
本政策もまた「補完性の原理」に基づき、あくまでも「効率的な交通システ
ムの形成を目指す」といった包括的なものであり、特別な解決策や手法のパ
ッケージ等を明示するものではない。そのため、各中央・地方政府に対して
は、計画策定の準備支援、適正基準や指導書の開発・発行・提示、先進事例
の情報交換や実現へ向けての技術的支援などを行なっている。
　以上の戦略目標を受けてCOM（2004）60では、「持続可能な都市交通に関す
（16）　個人のモビリティが社会のみならず個人にとっても望ましい方向へ自発的に変化す
ることを期待するという考え方。
（17）　欧州委員会が2002年に立ち上げた都市交通に関するプロジェクト。後詳述。
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る主題的戦略に向けての行動指針（ActionsProposedfortheForthcoming
ThematicStrategySustainableUrbanTransport）」を以下のように示している。
　EU各加盟国の首都及び10万人以上の人口を有する都市は、短・中・長期
の目標を掲げ、持続可能な社会に向けての都市交通計画を整備、策定、施行
するとともに、定期的に評価・改定しなければならない。また、すべての加
盟国は、次の事項を奨励しなければならない。
（a）持続可能な都市交通政策の明確な枠組みの設定
（b）新規の都市交通インフラプロジェクトが、既存の都市交通システムの
サスティナビリティに与えるインパクトの評価
（c）構造基金の利用ガイドラインの遵守
　さらに欧州委員会の果たすべき役割として、
（a）引き続きCIVITASプログラム（17）、都市研究イニシアティブなどの開
発・拡充を継続する
（b）持続可能な都市交通システムの実現とプログラムの実践を促進するため、
欧州に現存する250余の地方エネルギー機関及びその他の機関の交通
関連施設の開発を行なう
（c）持続可能な都市交通に関する基本的指標を設定する
（d）引き続きヨーロッパ・カーフリーデー（18）（Europeancarfreeday）や
（18）　都市における自動車の利用と都市生活のあり方を見直すことを呼びかけるキャンペ
ーン。1997年に仏北西部の都市ラ・ロシェルに端を発し、翌年からは仏国土整備・環境
省が国家事業として実施、これを機にEUの環境プロジェクトの一環として位置づけられ、
現在欧州諸都市を始めとする全世界に広がっている。欧州では、毎年9月22日を「カ ・ー
フリー・デー」と定め、「街中はマイカーなしで（Intown,withoutmycar!）」をキャッ
チフレーズに、各都市で、マイカー進入禁止地区（CarFreeArea）や歩行者ゾーンの
設置や、パークアンドライドの実施などによる公共交通機関の利用促進等、車に依存し
ない生活を推進する様々なイベントを実施している。2003年度はEU圏内で767都市、世
界全体で1,035都市が参加している（EUROPAウェブサイト“EuropeanCarFreeDay”
http://europa.eu.int/comm/environment/carfreeday/及びヨーロッパ・カーフリーデーの
日本公式サイトhttp://www.cfdjapan.org/参照）。
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モビリティ・ウィーク（19）（mobilityweek）などの宣伝・啓蒙活動を行
なう
③実践に向けての支援プログラム
　上記で掲げた戦略目標や行動計画の実践を推進するため、委員会は、①
CIVITASイニシアティブや②欧州地域交通情報サービス（EuropeanLocal
TransportInformationService;ELTIS）などの支援プログラムにより、地
方政府等に対し、財政的、技術的な側面から支援を行なっている。
　CIVITASは、CIty–VITAlity–Sustainabilityを意味し、欧州住民の生活の
質の向上に大きなインパクトを与える持続可能な都市交通システムを実現す
るため、創造的・先進的な施策や技術を活用した都市に対し、財政的な支援
を行なうプログラムであり、2002年に開始された。CIVITASI (2002 ～ 06
年)では、19の都市で4種の実証プロジェクトが、CIVITASII(2005 ～ 09年)
では、17の都市で4種の実証プロジェクトが実施されている（20）。現在、第3
期のCIVITASPlus (2008 ～ 13年)プログラムが進行しており、25都市の連
携の中で5つのプロジェクトが進行している。
　ELTISは、欧州委員会エネルギー・運輸総局（EuropeanCommission's
DirectorateGeneralforEnergyandTransport）のクリーン交通ユニットに
（19）　₉月16 ～ 22日の「カー・フリー・デー」までの₁週間を「モビリティ・ウィーク」
と定め、自動車の利用を抑制し、自転車や公共交通機関の利用を推進するイベントや地
域の生活環境の改善をテーマにした催しを行なっている。2002年から始まったこの取り
組みには、EU諸国を中心に、初年度には418都市が、2011年には2,268都市が参加・支
援している。近年では、日本や台湾、ブラジルなどからの参加もみられる。なお、特に
優れた取り組みを行なった都市には、欧州委員会環境委員会より「モビリティ・ウィー
ク 賞」 が 贈 呈 さ れ る（OfficialEuropeanWebsitefortheEuropeanMobilityWeek
http://www.mobilityweek-europe.org/index_en.php参照）。
（20）　これら36の都市には、EUから総額1億ユーロの資金が拠出されているとともに、
CIVITASイニシアティブ予算から3億ユーロを超える財政援助が行なわれている
（CIVITASウェブサイト（http://www.civitas-initiative.org/）参照）。
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よって実施されており、都市交通に関する知識向上のため、主にインターネ
ット等を通じて、欧州での都市交通や地域交通に関する情報の提供・交換を
行なっている（21）。
　このほか、各都市の交通システムのパフォーマンスの評価・改善策を示す
「都市交通ベンチマーキング・イニシアティブ（TheUrbanTransport
BenchmarkingInitiative）」（22）や都市交通に関連する研究支援を行なう「持
続可能な移動と複合輸送及びエネルギー調査プログラム（Sustainable
MobilityandIntermodalityandtheEnergyResearchProgrammes）」、都市交
通問題を包括的に捉え、地方政府に有用な実践ツールの開発を行なう「明日
の都市と文化遺産調査プログラム（TheCityofTomorrowandCultural
HeritageResearchProgramme）」などがある。
④Eurovignette構想
　1999年₆月17日、 欧 州 議 会 と 欧 州 閣 僚 理 事 会（theCouncilofthe
EuropeanUnion）は、Directive1999/62/ECを採択した。これは、12トン以
上の重貨物車両に対し、ある道路区間を利用した場合、距離及び時間に依存
した通行料を課すといういわゆる道路課金制度である。この法令は、一般に
EurovignetteDirectiveと呼ばれるものであり、1995年₆月に欧州裁判所（the
EuropeanCourtofJustice）により無効とされたDirective1993/89/EECに
代わるものである。
　このEurovignetteの目的としては、次の3つが挙げられる（23）。
（21）　ELTISウェブサイト（http://www.eltis.org/en/index.htm）参照。
（22）　TheUrbanTransportBenchmarkingInitiativeウェブサイト
　　（http://www.transportbenchmarks.org/）参照。
（23）　EUROPAウェブサイト
　　（http://europa.eu.int/comm/transport/road/policy/roadcharging/tolls/index_en.htm）
参照。
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（a）加盟国内における料金システムの格差是正によるEU域内市場の機能性
及び交通セクターの競争力の向上
（b）公正かつ効率的な価格決定システムの導入
（c）属地主義への移行
　2003年₆月、委員会はDirective1999/62/ECの修正案（COM（2003）448）を
提案、2004年₄月合意に至っている。
　このように、交通政策についても、「持続可能な都市の実現」と「補完性
の原理」を両輪に、総合的な観点から地域住民の生活の質の向上に資する様々
なプログラムが展開されている。次章では、この交通政策の主軸となる欧州
横断ネットワーク構想（24）（thetrans-EuropeanTransportNetwork;TEN-T）
にみる持続可能な発展について概観する。
₃.TEN-Tプロジェクトにみる持続可能な発展
（₁）欧州横断ネットワーク構想（TEN-T）の概要
　欧州横断ネットワーク構想（TEN-T）とは、EU域内の運輸・エネルギ ・ー
通信のインフラネットワーク構築を目指す一連の政策・プログラムである。
TEN-Tの法的根拠は欧州共同体設立条約（25）第154 ～ 156条に規定されてお
り、EU圏内の経済的、社会的結束力を向上させる一手段として位置づけら
れている。
　1996年₇月に欧州議会及び理事会によって採択・承認されたTEN-Tガイ
ドライン（CommunityGuidelinesfortheDevelopmentofthetrans-European
（24）　後述の通り、TEN-T構想は交通ネットワークだけではなく、エネルギー、通信分野
を包含するものであるが、本稿では交通ネットワークに関する事項についてのみ検証す
る。
（25）　通称はマーストリヒト条約（MaastrichtTreaty）。1991年12月、オランダのマースト
リヒトで開かれたEC首脳会議で合意、1992年₂月調印、1993年11月発効される。ECの
経済・政治統合の推進を目的とし、欧州連合（EU）の創設、経済・通貨同盟の設定、
共通の外交・安全保障政策、欧州市民権などが規定されている。
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TransportNetwork）（26）では、TEN-Tとは、EU域内の連携強化を推進する
ための交通輸送インフラ（道路、鉄道、内陸水運、港湾、空港、航法援助シ
ステム、複合輸送ターミナル、輸送パイプライン）の整備とともにそれに付
随するサービスを包含するとしている。またTEN-Tの果たすべき役割として、
（a）交通（人流、物流）の保証
（b）質の高い交通輸送インフラの提供
（c）全輸送手段の統合
（d）現存する施設利用率の向上
（e）TEN-Tプロジェクトの相互運用の推進
（f）EU域内すべてを対象とする
（g）ヨーロッパ自由貿易連合（EuropeanFreeTradeAssociation;EFTA）
加盟国（27）、東欧諸国、及び地中海諸国との連携強化
　が示されている（28）。また、これらの目標に沿った包括的なガイドライン
に加え、1994年のエッセン欧州理事会で決議されたEUの相互利益に資する
14の優先プロジェクト（29）が示されている。
　しかしながら、TEN-Tプロジェクトへの民間投資が当初の予想を大幅に
（26）　DecisionNo1692/96/ECに規定される。
（27）　1958年のヨーロッパ経済共同体（EuropeanEconomicCommunity;EEC）の発足に伴
い、EECの枠外にあった欧州7カ国（イギリス、オーストリア、デンマーク、ノルウェー、
ポルトガル、スウェーデン、スイス）によって設立された自由貿易連合。当初の7ヶ国
に加え、フィンランド、アイスランド、リヒテンシュタインが加盟したが、EU加盟の
ため各国が脱退、現在の加盟国は、ノルウェー、リヒテンシュタイン、アイスランド、
スイスの₄ヶ国である。
（28）　また「EU域内の経済競争力の強化」もTEN-Tの目的の一つとして挙げられる（Exel
etal.（2002））。
（29）　この14の優先プロジェクトはその後1996年、2001年に改訂され、さらに2003年には
新たなプロジェクトが加わり、現在、30のプロジェクトがTEN-T優先プロジェクトと
されている（具体的なTEN-T優先プロジェクトについては図₁を参照）。
（30）　TEN-Tプロジェクトへの投資額は1996-97年期で約380億ユーロと、2010年までの必
要投資額4,000億ユーロを大きく下回るものであった（EuropeanCommission（1998b））。
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下回ったことを反映して（30）、2001年₅月、TEN-Tガイドラインの修正案
（DecisionNo1346/2001/EC）が採択された。本修正案では、TEN-Tプロジ
ェクトの選択基準がより詳細にわたって明記されたほか、複合輸送ネットワ
ーク（intermodalnetwork）の構築に重点が置かれるものとなっている。ま
た同時に、TEN-Tプロジェクトに対する補助規定（Regulation (EC)
2236/95）を修正、越境区間での鉄道プロジェクト、自然的・地理的障壁に
係るプロジェクト、EU加盟候補国の辺境地域のプロジェクトに対する補助
限度額を10％から20％に引き上げた（31）。
　続く2003年に欧州委員会から提出されたTEN-Tガイドライン修正案（CO
M（2003）564）では、EUのさらなる拡大を前提とし、大幅な修正がなされて
いる。目標年次を2020年とし、将来的な交通量の大幅な拡大を勘案しつつ、
越境プロジェクトや辺境地域へのアクセス向上のためのプロジェクトなど、
欧州大陸の結束力の強化に資する主要なネットワークに重点が置かれている。
また、さらなる持続可能な社会の実現に向けて、より自然環境への負荷の少
ない鉄道、海路等による輸送が重視されていることも特徴の一つとなってい
る。さらに、越境プロジェクトでのEUの補助限度額が30％に引き上げられ
るなど、民間投資を誘発し、PPP（PublicPrivatePartnership）を推進さ
せるための施策が打ち出されている。なお、本修正案では30のTEN-T優先
プロジェクトが採択されたが、このうちの一部事業についてはクイックスタ
ートプログラム（Quick-startProgramme;QSP）（32）として重点的に投資が
行われている。
　さらに2007年、欧州委員会はTEN-Tプロジェクトに対する資金援助に対
（31）　越境プロジェクトに対する優遇措置の必要性について、Exeletal.（2002）ではプロ
ジェクトの事業評価手法について言及している。すなわち、越境プロジェクトの事業評
価は、各関係国に一任されているため、越境による経済効果や欧州交通政策への貢献度
が過小評価されることで、事業プログラムが重要な責務を担っているにも関わらず、資
金調達の煩雑さにより事業中止を余儀なくされる場合が多いとしている。
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する一定のルール要件を規定したMAP（multi-annualworkprogram）を設
けている（33）。これによって各事業の円滑な進行と費用対効果の改善が監理
されている。現在は、MAPの条件に合致した優先プロジェクトに関わる92
の事業が進行している（表1-1 ～ 1-7参照）（34）。
①ファイナンススキーム
　2007 ～ 13年までのTEN-Tプロジェクトの総事業規模は約327億ユーロで
ある（EuropeanCommision (2010)）。このうちTEN-T関連予算は約53億ユ
ーロ、総事業費の約16％を占めている（EuropeanCommision (2010)）。
TEN-Tプロジェクトの事業費は、EU予算、各中央政府・地方政府の予算、
EIB等からの融資、民間資本等によって賄われており、EU予算としては
TEN-T関連予算のほか、後述のような構造政策関連の補助金が支給される。
（32）　QSPとは、2003年11月に提出された「成長のための欧州イニシアティブ（European
InitiativeforGrowth;COM（2003）690）;2000年₃月のリスボン欧州理事会での決議事
項を実現するための実行計画）」の中で早急な実現を要すると判断されたプロジェクト
（交通輸送インフラの整備プログラムに限らず、通信、エネルギー関連施設等の整備プ
ログラムも含む）の推進計画である。「成長のための欧州イニシアティブ」では、欧州
の経済成長の推進を主眼に置き、欧州の企業成長と競争力の強化、さらにはEU域内市
場の拡大にTEN-Tが大きな役割を果たすとした上で、①QSPプログラムの実施、②フ
ァイナンススキームの構築、③投資を誘発する規制と行政措置の導入、を行なっている。
QSPは、①プロジェクトの成熟度が十分に高く、2006年までに建設投資が開始されるこ
と、②越境プロジェクトであること、③EUの成長及び技術革新に対するインパクトが
高いこと、④自然環境に配慮したものであること、を要件としている（COM（2003）690）。
QSPのうちTEN-T優先プロジェクトに関連するものは31区間、約380億ユーロが投資さ
れる（QSP全体では52プロジェクトあり、2004 ～ 10年期に総額約620億ユーロの投資
が行われる）。ほとんどのプロジェクトには、EU予算からの補助金と構造基金
（StructuralFund）が組み合わせて投入されるほか、欧州政策銀行（European
InvestmentBank;EIB）からの融資が可能となっている。
（33）　2001 ～ 2006年はMAPの前身としてECDecisionCOM(2001)2564に基づいてMIP
（Multi-annualIndicativeProgramme）が導入されていた。
（34）　92の事業には、17のERTMS（EuropeanRailTrafficManagementSystem）という、
EU共通の信号保安装置事業を含むが、これは表からは割愛している。
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なおプロジェクトの進捗状況によっては、融資契約が破棄される場合がある。
　構造政策（StructuralPolicy）とは、EU加盟国間及び地域間の経済的・
社会的格差の是正のためのプログラムである。すなわち、本政策はEU加盟
国（35）に対する財政的支援の基本政策であり、予算総額は2007 ～ 13年期で
総額3,470億ユーロ、EU総予算の約₁/₃を占めている（36）。構造政策関連の
補助金は大きく①構造基金（structuralfund）、②結束基金（cohesionfund）
に大別される。
　構造基金は地域間格差是正のための補助金であり（37）、その目的に応じて4
つの基金に分類されている（38）。このうち1975年に設立された欧州地域開発
基金（EuropeanRegionalDevelopmentFund;ERDF）は、地域不均衡是正
に資する社会資本整備の補助に充てられている。補助額は2000 ～ 06年期で
1,950億ユーロ、2007 ～ 13年期で約2,000億ユーロが計上されている（39）。
　結束基金は、マーストリヒト条約により創設され、1993年から実施されて
いる基金である。一人あたりのGNIがEU平均の90％を下回る地域、かつ経
済統合プログラムを実施している地域を対象としたものであり、補助対象と
なるプロジェクトは環境と交通インフラに限定されている。2000 ～ 06年期
で180億ユーロ（1999年価格）が計上されている（40）。
（35）　新規加盟候補国を含む。
（36）　EUROPA“GeneralprovisionsERDF-ESF-CohesionFund(2007-2013)”ウェブ
サ イ ト（http://europa.eu/legislation_summaries/agriculture/general_framework/g24231_
en.htm）参照。
（37）　構造基金支給対象となる地域は、一人あたりのGDPがEU平均の75％を下回る、人口
80万以上300万人未満の地域である。
（38）　後述の欧州地域開発基金（EuropeanRegionalDevelopmentFund;ERDF）のほか、
欧州社会基金（EuropeanSocialFund;ESF）、欧州農業指導保障基金指導部門(European
AgriculturalGuidanceandGuaranteeFund;EAGGF)、漁業指導基金（FinancialInstrument
forFisheriesGuidance;FIFG）がある（EUROPA“Structualpolicyreform”ウェブサ
イト（http://europa.eu.int/scadplus/leg/en/lvb/l60013.htm）参照）。
（39）　EUROPA“EuropeanRegionalDevelopmentFund” ウェブサイト(http://europa.
eu.int/scadplus/leg/en/lvb/l60015.htm)参照。
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　また、構造政策は加盟候補国に対する支援プログラムを有する。EU加盟
前の支援としては、①ポーランド・ハンガリー支援プログラム（Polandand
Hungary:ActionfortheRestrucuringoftheEconomy;PHARE）、②運輸・
環境インフラ支援（InstrumentfortheStructuralPoliciesforPre-Accession;
ISPA）、③農業構造改善・農村開発支援（SpecialPre-AccessionAssistance
forAgricultureandRuralDevelopment;SAPARD）がある。このうち、
ISPAは1999年のベルリン特別欧州理事会の合意に基づき、欧州規則（EC）
1267/1999により創設された基金であり、結束基金に関連した運輸及び環境
分野のインフラ整備プロジェクトに対して支援を行っている。
　欧州政策銀行（EIB）は、EU域内における後進地域の開発支援のため、
1958年のローマ条約によって設立された国際金融機関である。その後、欧州
市場の拡大・発展の促進のほか、加盟候補国に対する支援、開発途上国・地
中海諸国などの諸外国に対する支援等、その業務範囲を広げている。EU加
盟国の増加に伴い、EIBの規模も拡大し、2004年現在、EIBグループの資本
金は1,637億ユーロに達している（41）。また2010年の融資供与国は72カ国にの
ぼり、その総額は720億ユーロ、このうちEU域内への融資額は630億ユーロ
となっている（EIB（2010））。
　融資制度は、比較的小口の融資を対象としたグローバル・ローン（grobal
loan）と2,500万ユーロ以上の大規模プロジェクトを対象としたインディビ
ジュアル・ローン（individual loan）がある。インディビジュアル・ローン
はEIBがプロジェクトに対して直接融資を行うものであり、EU域内向け融
資全体の約₂/₃を占めている。
（40）　EUROPA“Structualpolicyreform”ウェブサイト（http://europa.eu.int/scadplus/
leg/en/lvb/l60013.htm）参照。
（41）　EIBは2000年のリスボン欧州理事会にて欧州投資基金（EuropeanInvestmentFund;
EIF）の株を60.5％取得し、EIBグループを設立している（EIB（2005））。
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　TEN-Tプロジェクトに関しては、2001年における14のTEN-T優先プロジ
ェクトのうち、12のプロジェクトに対して融資を行っており、1993 ～ 2004
年の総融資額は630億ユーロにのぼる（EIB（2005））。また2004 ～ 13年には
TEN-Tプロジェクトに対して750億ユーロの融資を行うことが決定している。
また民間融資を誘発し、PPPを推進するため、EIBと欧州委員会、EU加盟国、
候補国との共同イニシアチブであるEPEC（EuropeanPPPExpertise
Centre）を設立、PPP導入支援を行っている。
　以上、これらの財政措置は、地域間の経済的・社会的格差の是正を前提と
しているという意味で、「持続可能な発展」を意図したところが大きい。
₄.PPP（Public Private Partnership）の果たす役割
　このようにTEN-Tプロジェクトに対しては、EU政府を含め、様々な融資、
補助金が捻出されているが、民間投資もまた重要な資金源の一つとされてい
る。このような大規模交通輸送インフラに対する官・民からの安定的な資金
調達システムの構築、すなわちPPPプログラムの構築は、経済的な側面か
らの持続可能な発展を推進するという観点からも注目されている。
　TEN-TプロジェクトにおけるPPPの積極的推進は、1990年代のEU諸国
の逼迫した財政事情が背景にある（Sicheleschmidt (1999)）。しかしながら、
EuropeanCommission(1998b)にあるように、民間投資が当初計画を大幅に下
回った（42）ため、EIBからの追加融資（43）やPPPプログラムの基準化など、
民間資本を惹きつけるための様々な方策が行なわれている（44）。以下、
（42）　TEN-Tプロジェクトに対する民間業者の融資を阻害する要因としては、①大規模プ
ロジェクトのため、一件あたりの債務元利未払い金が莫大であること、②長期間にわた
りプロジェクトからの収入が得られない期間があること、③不確実な交通需要（事業リ
スクが高い）などが挙げられる。特に越境部にあるプロジェクトについては、関係国家
間の行政上、立法上、政治上の違いによって煩雑なプロジェクト契約が必要とされるこ
とが民間の投資意欲を減退させる一つの要因となっている（Sicheleschmidt（1999））。
持続可能な都市の実現に向けて～EUを事例として
173
TEN-Tプロジェクトを中心としたPPPプログラム（45）の概要を示すととも
にその現状と課題を概観する。
（₁）PPPとは
　PPPは、欧米諸国では100年ほど前から存在する概念である（Liand
Akintoye（2003））（46）。CarrollandSteane（2000）は広義のPPP（47）として、「少
なくとも一つの公共セクターと民間セクターを含む協調関係における協定に
基づく共同事業（48）」と定義しているが、「適正なリスク分担（49）に基づいた
官・民で行なう共同事業」であるといえる。
　PPPプログラムの長所としては、従来の公共事業に比べ、
　－プロジェクトを包括的に捉えることにより、より総合的な視点から
問題を解決することが可能
　－プロジェクト予算を縮小することが可能
　－予算（税金）の有効活用
　－プロジェクトを短期間に行なうことが可能
　－より技術的に高度な民間企業を惹きつけることによって競争原理が
（43）　EIBは、1994年以降PPPに対し、追加的な融資を行なってきた。この動きは1997年
以降さらに拡大され、鉄道や鉄道といった社会基盤整備のPPPプロジェクトに対してだ
けではなく、健康、教育分野のPPPに対しても融資を行なっている（Barrett（1999））。
（44）　2010年時点でPPP取引の総額や約183億ユーロである（EPEC（2011））
（45）　PPPの事業手法はインフラ整備などハード事業に限らず、教育、福祉分野などソフ
ト的な事業においても積極的に行なわれている。
（46）　当初はprivatisation,PPP,AlternativeServiseDelivery,MunicipalServicePartnership
のいずれも同義語として使われてきた。先進的にPPPが実施されている国として、スペ
イン、ポルトガル、フィンランド、オランダなどが挙げられる。
（47）　BennettandKrebs (1991)はPPPの概念の中に「地域経済発展（LocalEconomic
Development）」も包含されるとしている。
（48）　Agreed, co-operativeventures that involveat leastonepublicandoneprivate-
sectorinstitutionaspartners
（49）　PPPにおけるリスク分担については、小川（2001）などを参照。
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働き、プロジェクトの質の向上が見込める
　－新しい技術・知識を身につけることが可能
といった公的主体にとっての長所のほか、
　－独自かつ創造的な手法でプロジェクトを行なうことが可能
　－官・民による適正なリスク分担が可能
　－新たなビジネスチャンスの創出
　といった民間主体にとっての長所も考えられる。これらの長所によって、
従来の公共事業に比べより安定的な資金調達システムの構築が見込まれると
ともに、持続可能な社会の構築に寄与するものと考えられる。
（₂）TEN-TにおけるPPPの現状と課題
　欧州委員会は、TEN-Tプログラムの計画当初から民間部門との協力の必
要性について言及しているが、COM（2003）690では、これまでの経験を踏まえ、
以下に掲げるEUとEIBによる、より具体的な₄つのファイナンススキーム
の構築を行なっている。
（a）第三者の株式もしくは準株式の供給
（b）証券化による資金調達
（c）ストラクチャード・ファイナンス（StructuredFinanceFacility;SFF）
の活用
（d）保証制度の導入による初期の運営リスクの軽減
　これらの手法とともに、EU予算、EIB関連予算を有効に活用することに
（50）　ESA(EuropeanSystemofAccounts)とは、欧州国民経済計算体系を指す。国連が定
めたGDP統計作成の計算ルール(SystemofNationalAccountofUnitedNations;SNA)に
準拠したEU統計局（ユーロスタット；Eurostat）の公式基準。ESA-95は1996年₆月に
理事会規則として採択された最新のルールを指す。EUは、ユーロ加盟国が「国内総生
産（GDP）比3.0％以内」というマーストリヒト条約の財政赤字基準をクリアしている
かを判断するうえでESA-95を適用している。
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よって、民間投資を誘発し、PPPを推進するほか、将来的にはPPPの契約
締結の法的及び行政的な課題の解決策を提示し、新たな規約を示すことにし
ている（DLAGroup（2004））。
　また、2003年2月にはESA-95（50）に基づき、PPPプロジェクトにおける
行政の財政負担を各国家予算の中でどのように位置づけるかを検討するため、
各加盟国及び新規加盟国の統計局、欧州中央銀行（EuropeanCentralBank;
ECB）、EIBからの専門家によって構成されたタスクフォースが結成された。
なお、ここで協議された結果は最終レポートとして、通貨金融国際収支統計
委員会（51）（TheCommitteeforMonetary,FinancialandBalanceofPayments
statistics;CMFB)に提出されている。
　PPPプロジェクトについては、以下のような原則に基づき、ESA-95が算
定されることとなる。
（a）PPPプロジェクトをその収入源別に①通行料など、契約者が利用者か
らの料金徴収によって、直接収入を得るもの、②契約者が収入につい
て行政に負担させるもの、の二つのタイプに大別。①については、す
べての資産の所有権は契約者に帰属するものとし、②については、最
もリスク配分の高い主体に帰属すると判断する。
（b）PPPプロジェクトの資産は、非公的主体が、建設リスク（52）及び利用
可能性リスク（53）もしくは需要リスク（54）うち一つを負う場合、公的
（51）　閣議決定によって1991年設立された、各国の統計局、ユーロスタット、各国の中央
銀行、欧州中央銀行の専門家によって構成される評議会。欧州委員会が通貨や財政、収
支バランスに関する事業プログラムの策定・実施の際の支援機関である（CMFBウェ
ブサイトhttp://www.cmfb.org/参照）。
（52）　Constructionrisk。工期の遅延による契約内容を上回る超過費用により発生するリ
スク。
（53）　Availabilityrisk。欠陥工事等によって、供給されるサービスが契約水準を満たさな
いといったリスク。
（54）　Demandrisk。利用者数の低迷など、需要予測を下回ることにより発生するリスク。
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資産として認められない。
（c）PPPプロジェクトの資産が公的資産であると判断された場合、新規資
産や大規模改修のための資本支出は、財政支出として計上されなけれ
ばならない。
　PPPプロジェクトの資産が公的資産ではないと判断された場合、資本支
出は財政支出として計上されない。
　EUでは、PPPを「持続可能な発展」を可能にする一つの手段として位置
づけ、これを推進するためにEPECの設立やMAPによるプロジェクトの進
行監理など、民間資金調達の阻害要因を可能な限り排除するような様々な取
り組みを行なっている。しかしながら、TEN-Tプロジェクトなどに代表さ
れる大規模プロジェクトについては、契約の煩雑さや過度のリスク負担によ
り、民間企業の事業参入が消極的にならざるを得ない状況である（55）。加えて、
複数の国家にまたがる事業については、各国における契約基準が統一されて
いないなど、さらに民間企業を遠ざける結果になっている。今後は、契約基
準等を設定することによって契約の簡素化を推進するとともに、公的主体・
民間主体のリスク負担を明確に示し、民間企業に対し、透明度の高い将来ビ
ジョンを提示できるような適切なリスク分析手法を開発する必要がある。
₅.日本における交通政策とPPP
（₁）日本の交通政策
　我が国では、2000年10月19日に国土交通省運輸政策審議会より「21世紀初
頭における総合的な交通政策の基本的方向について」の答申が（答申）が出
された。ここでは、交通政策の新しい基本目標として「経済社会の変革に対
応するとともに変革を促すモビリティの革新」を掲げ、具体的に以下の政策
を実現していくことが謳われている。
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（a）「クルマ」社会からの脱皮：より良いクルマ社会と都市公共交通
（b）都市と交通の改造(₁)：コンパクトなまちづくり
（c）都市と交通の改造(₂)：便利で快適な都市交通
（d）地域社会に根付いた交通：多様な自動車交通サービスの展開
（e）幹線鉄道の高速化：広がる高速幹線鉄道ネットワーク
（f）航空ネットワークの充実：高頻度で多様な路線展開
（g）物流システムの高度化：情報化された俊敏な物流の実現
（h）海上輸送の新生：より速く効率的な環境に優しい海運
（i）交通機関間の連携の強化：マルチモーダルな交通体系の実現
　また、2011年₃月₈日には「交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進
する」ことを目的として、交通基本法法案が閣議決定されたが、ここでは将
来的に交通政策に対する基本方針を定めることが規定されているに留まって
いる。さらに、2011年11月15日には国土交通省が「持続可能で活力ある国土・
地域づくり」の推進について、₄つの実現すべき価値、₈つの新たな施策展
開の方向性からなる基本方針を定めている。ここでは実現すべき価値の一つ
として「持続可能な社会の実現」が掲げられているが、交通政策に対する具
体的な方向性は特に明記されていない。その一方で、国土交通省、環境省は
各関連部局・機関と連携して、環境的に持続可能な交通（Enviromentally
SustinableTransport;EST）の実現に向けた取組みを展開している（56）。
　このように、我が国の交通政策では、持続可能性というキーワードが重要
であると認識されながらも、EUの掲げるような将来ビジョンが明確に示さ
れていない。さらにEUでは持続可能な都市・交通政策が各都市の総合計画
や地域計画との連携の中で、環境・経済・社会的発展に寄与するものとして
より総合的に捉えられているが、我が国ではその視点での議論はなされてい
（55）　MAPプロジェクトのうち、PPPが実施されているのはわずか₄件である。
（56）　環境省ホームページ（http://www.env.go.jp/air/traffic_env/index.html）参照。
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ないのが現状である。
（₂）日本におけるPPPの取り組み
　経済産業省・経済産業研究所（2002）に示されるように、日本ではPPP
が「民間委託、PFI（PrivateFinanceInitiative）（57）、独立行政法人化、民
営化」を包含したものであり、「公共サービス分野での官民パートナーシッ
プによる公共サービスの民間開放」と認識されている。日本でのPPP導入
の背景としては、中央及び地方政府の財政状況の悪化によって、政府からの
補助金の減額等、公共サービス部門に対する資金調達が困難になったことが
挙げられる。PPPの活用により、民間資本の活用や民間企業の資金運用能力、
事業実施等のノウハウによる業務の効率化、予算の縮小化が可能である。ま
た、PPPは民間企業の景気回復の一手法としても位置づけられている。
　日本では1999年₇月30日、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等
の促進に関する法律（PFI法）」が制定された（58）。これを機に地方自治体ベ
ースで庁舎、公営住宅、エネルギー関連施設などの分野でPFIが推進されて
おり（59）、日本においてもPFIの事業手法が徐々に確立しつつあるといえる。
この法律を機に、実施方針が策定・公表されたPFI事業の総数は2010年12月
31日現在、375件（60）となっている。しかし、内閣府（2009）によると、道
路事業におけるPFI事業はこれまで実施されていないのが現状である。
（57）　公共施設の建設、維持管理、運営等の公共サービスに民間の資金、経営能力及び技
術的能力を導入することで、国や地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果
的に公共サービスを調達すること。
（58）　最終改正は2011年₆月₁日。
（59）　PFIインフォメーションウェブサイト（http://www.pfinet.jp/）から分野別、地域別
に日本におけるPFIの事例を概観することができる。
（60）　内訳は、国の事業62件、地方公共団体の事業278件、特殊法人その他の公共法人の事
業35件である（内閣府民間資金等活用事業推進室（PFI推進室）ウェブサイト（http://
www8.cao.go.jp/pfi/iinkai6.html）参照）。
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　日本のPPP制度を支援する取り組みは、PFI法の制定以外にも①指定管理
者制度、②市場化テスト（官民競争入札制度）の導入などが挙げられる。
　2003年₆月13日に公布された「地方自治法の一部を改正する法律」の中で
設けられた「指定管理者制度」は、従来の「管理委託制度」に代わるもので
ある。これによって、これまで地方自治体の出資法人等に限定されていた公
共施設の管理の委託先が、民間事業者を含む幅広い団体（61）へと緩和された。
この制度の導入には、住民サービスの質的向上や経費の削減といったメリッ
トがある一方で、従来の管理者の処遇問題などの課題も報告されている。
　市場化テストとは2006年₆月₂日に制定された「競争の導入による公共サ
ービスの改革に関する法律」に基づき導入された新たな入札制度（62）であり、
「これまで「官」が独占してきた「公共サービス」について、「官」と「民」
が対等な立場で競争入札に参加し、価格・質の両面で最も優れた者が、その
サービスの提供を担っていくこととする制度」である（63）。導入の目的とし
ては、①公共サービスの質の向上、②公共サービスの効率化（経費・人員の
節減）、③民間のビジネスチャンスの拡大、などが挙げられており、2005年
度に₃分野₈事業に対するモデル事業が選定され、2011年₇月15日には公共
サービス改革法に基づき「公共サービス改革基本方針」が閣議決定、この方
針に基づいて官民競争入札等の対象事業が定められるなど、公共サービスに
対する積極的な民間活力の導入が推進されている。しかしながら、市場化テ
ストは、価格競争による質の低下や評価基準の設定、入札者の公平性の確保
など、解決すべき問題点も多い。しかしながら、積極的に民間活力を導入し
ようとする取り組みとしては、先進的な事例として評価できる。
（61）　個人は除く。
（62）　最終改正は2011年₈月30日。
（63）　内閣府。規制改革・民間開放推進会議「市場化テスト」ウェブサイト。（http://
www.kisei-kaikaku.go.jp/market/）参照。
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₆.日本の課題と今後の方向性
　以上のように、EUでは、「持続可能な発展」に向けて分野横断的に様々な
戦略が掲げられ、「補完性の原理」に従って、地域の実情に応じたEU戦略の
具現化が図られている。また持続可能な発展を実現する一つの手法として、
PPPによる公共事業への民間活力の導入も積極的に行なわれている。日本
では、「持続可能な発展」という視点を加えた様々な政策が展開され、PPP
についてもその積極的な導入が推進されているが、EUにみられるような政
策横断的な「将来像」は不透明である。特に、交通ネットワーク整備におけ
るPPPの導入も遅々として進んでいないのが現状である。このような状況
では、少なくとも交通政策の中での環境・経済・社会的発展という3つのバ
ランスの取れた「持続可能な発展」に向けての施策実施は、今後かなりの時
間を要すると考えられる。この意味でも、我が国においてもEUと同様、よ
り総合的な観点からの都市・交通政策の将来ビジョンを広く提示する必要が
あると考える。
　また、日本では内閣府に民間資金等活用事業推進委員会（PFI推進委員会）
が設置され、PFIに関する情報提供を行っているが、EUにおけるEPECと
いった地域横断的、分野横断的な支援をする組織としてはまだ十分機能して
いないのが現状である。我が国においてより積極的にPPPを推進するには、
改めてPPPに対するインセンティブは何かを分析した上で、民間資本を誘
引するような積極的な支援をすべきであると考える。
　現在、EUはEU圏内の経済的、社会的結束力を向上させ、加盟国間の地域
格差を是正するため、いわゆる「EUスタンダード」の確立を目指している。
その一方で、「補完性の原理」に基づき、地域の実情に応じた政策を推進す
る形を取っている。このような統治体制の下でのEUという超国家レベルの
役割は、グローバルな観点からの将来像の提示とともに、「補完性の原理」
によって発生する地域間格差の是正である。しかしながら、EUの掲げる戦
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略目標に対する加盟国間のコンセンサスの形成、関心度の格差是正といった
点に関しては、未だ改善の余地が大きい（64）。日本では、地方分権、地方自
治の推進の流れの中で「補完性の原理」が議論されることも多いが、今後、
異なる行政レベルがどのような連携を取るべきか、国家の掲げる戦略に対し、
地方政府がどのように関わるかといった、包括的なガバナンスシステムにつ
いて、EUでの先進事例を参考に検証すべきであるといえる。
（64）　実際に、EUレベルの政策について加盟国間のコンセンサスが得られず、協議が中断
している政策も多い。
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